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信用金庫の業種別貸出動向（不動産業） 
－2026年３月末の貸出残高は 19.6兆円と過去最高額を更新－ 

 

➢ 2026年３月末の信用金庫の不動産業向け貸出残高は、前年度末比 2.4％増、0.5兆円増加

の 19.6兆円となり、過去最高となった。 

➢ 地区別の 2026 年３月末時点における前年度末比貸出残高増減率は、東北および北陸を除

く各地区で増加となった。 

➢ 信用金庫別にみた 2021 年度から 2025 年度までの５年間における前年度末比増減率の分

布推移をみると、各年度を通じて０％未満（前年度末比マイナス）の信用金庫が最も多い。

一方で、６％超増加の信用金庫も相当数みられる。 

 

 

１．不動産業向け貸出残高の状況 

2026 年３月末の信用金庫の不動

産業向け貸出残高は、前年度末比

2.4％増、0.5 兆円増加の 19.6 兆円

となり、過去最高となった（図表

１）。 

不動産業向け貸出比率は、コロナ

禍において一時的に低下したもの

の、その後は再び上昇基調にある。

加えて、不動産の仕入れ、建設、改

修等にかかる資金需要が底堅く推

移したことを背景に、2025年度中も

不動産業向け貸出は増勢を維持し

ており、貸出金残高に占める割合は 2026年３月末時点で 23.7％に達した。 

 

２．地区別の状況 

次に、2026年３月末時点における地区別の動向をみる（図表２）。同時点の前年度末比

貸出残高増減率は、東北および北陸を除く各地区で増加となった。 

もっとも、2021 年度から 2025 年度までの５年間について前年度末比増減率の推移をみ

ると、北陸は 2022年度から４年連続で減少しており、地区間で動向に差異がみられる。ま

た、地区別の不動産業向け貸出比率をみると、東京の 41.1％が最も高く、北陸の 10.5％が

最も低いなど、地区間にはばらつきが認められる。 
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(図表１) 不動産業向け貸出残高の状況 

 
（備考） 日本銀行「貸出先別貸出金」より、信金中金総研作成 
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３．信用金庫別の状況 

信用金庫別に、2021年度から 2025

年度までの５年間における前年度

末比増減率の分布推移をみると（図

表３）、各年度を通じて０％未満（前

年度末比マイナス）の信用金庫が最

も多い。一方で、６％超増加の信用

金庫も相当数みられ、不動産業向け

貸出については、信用金庫間で増減

率のばらつきが大きい業種特性が

うかがわれる。 

また、2021 年度と 2025 年度の増

減率を信用金庫別に比較すると、

2025 年度の増減率が 2021 年度を上回った信用金庫は 130 金庫、下回った信用金庫は 124

金庫となっており、上回った信用金庫がわずかに多い結果となった。 

 

2025年度の信用金庫における不動産業向け貸出は、全体では増加基調を維持した。その

背景としては、これまでの低金利環境に加え、担保を徴求しやすい融資特性、都市部を中

心とした不動産需要の底堅さ、不動産価格および建築コストの上昇などが挙げられる。 

一方、不動産業向け貸出は、他業種向け貸出と比較して１先当たりの貸出金額が大きく

なりやすい特性を有する。また、日本銀行が公表した「2026年度の考査の実施方針等につ

いて」においても、不動産業向け貸出は注視項目として挙げられている。 

このため、今後の取組みにあたっては、業者別・地域別・用途別の集中リスク管理を徹

底することが重要である。あわせて、金利上昇や不動産市況悪化を想定したストレス耐性

の検証に加え、貸出実行後のモニタリングおよび早期警戒態勢の強化が求められる。 

                                   以 上 

 

 

(図表２) 地区別の状況 

 
（備考） 日本銀行「貸出先別貸出金」より、信金中金総研作成 
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(図表３) 信用金庫別の状況 

 
（備考） 日本銀行「貸出先別貸出金」より、信金中金総研作成 
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す。したがいまして、投資・施策実施等についてはご自身の判断でお願いします。また、レポート掲載資料は信頼で
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